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３ 主要事業の概要 

※事業費の後の（  ）書きは前年度当初予算額 

フィールド１ 快適交流 

～人が集い、快適で利便性の高い都市の実現～ 

◎良好な都市空間の形成 

 

（施）地籍調査事業費（建設部 都市計画課） 

５４，０６５千円（42,346千円） 

１ 事業目的 

   国土調査法に基づく地籍調査を推進することにより、一筆ごとの土地の境界、面積、形状

などを正確に示し、その成果を個人の土地取引から公共事業まで、あらゆる土地関連行為の

基礎データとする。 

２ 事業年度 

平成２６年度 

３ 事業概要 

（１）平成２６年度着手区域（新規） 

地区：高木町、政枝町、坂井町の一部、滝の宮町の一部 

面積：０．７８㎢ 

筆数：２，７９９筆 

内容：地籍図根多角測量、一筆地調査、細部図根測量、一筆地測量 

（２）平成２５年度着手区域（継続） 

地区：旦の上・大生院の一部及び河之北の一部 

面積：１．３９㎢ 

筆数：２，１３１筆 

内容：原図作成、地積測定、地籍簿及び地籍図の作成 

４ ２６年度の事業内容 

（１）委託料  ５０，０３４千円 

（２）事務費   ４，０３１千円 

５ 財源内訳  

（１）県 3/4   38,140千円（地籍調査事業費補助金） 

（２）その他      6千円（地籍調査成果交付手数料） 

（３）一財        15,919千円 
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（施）都市計画策定費（建設部 都市計画課） 

１０，８１２千円（13,100千円） 

１ 事業目的 

   市民への都市計画に関する情報提供、地域の実状に合った都市計画の策定及び都市計画事

業の円滑な推進を図る。 

２ 事業年度 

平成２６年度 

３ 事業概要 

都市計画マスタープランについて、新規土地利用計画への対応、東日本大震災後の防災

に配慮したまちづくりへの対応などから見直しを行う。（平成２５年度～２７年度） 

新居浜駅南地区のまちづくりについては、「新居浜駅周辺まちづくり協議会」を通じて

市民の意見をいただきながら、駅南地区整備計画を策定する。（平成２６年度） 

４ ２６年度の事業内容 

（１）委託料 １０，２７０千円 

・都市計画マスタープラン見直し  5,000千円 

・駅南地区整備計画策定          5,000千円 

・公共基準点復元          270千円 

（２）事務費  ５４２千円 

５ 財源内訳  

（１）国 50%      2,500千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財         8,312千円 

 

 

◎道路の整備 

 

（公）種子川筋線改良事業（建設部 道路課） 

６０，１００千円（9,225千円） 

１ 事業目的 

国道１１号線と市道角野船木線を結ぶバイパス道路として、角野船木線の整備に併せて本

路線を延伸することにより、上部地区や別子山方面へのアクセスの向上を図る。 

２ 事業年度 

平成２５年度～２８年度 

  ３ 事業概要 

実施延長 ２５７ｍ、幅員１０ｍ 

４ ２６年度の事業内容 

（１）委託料  物件補償調査     ２，０００千円 

（２）用地費  Ａ＝３，０００㎡  ５３，１００千円 

（３）補償費  物件補償       ５，０００千円 

５ 財源内訳  

（１）国   55％   33,055千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財           27,045千円 
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（公）上部東西線改良事業（街路）（建設部 道路課） 

２０５，２６０千円（86,210千円） 

  １ 事業目的 

上部地区を東西に結び、国道１１号線を補完する路線であるとともに、テクノパーク・広

瀬公園・山根公園など、本市の主要な観光施設を直線的に結び、生活支援、観光客の誘致等

の観点から重要な路線であることから、早期の整備を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２１年度～２９年度 

第１期 平成２１年度～平成２４年度（Ｌ＝３８７ｍ） 

第２期 平成２５年度～平成２９年度（Ｌ＝５２１ｍ） 

３ 事業概要 

（１）区間 市道中須賀上原線～市道萩生出口本線 

（２）延長 ９０８ｍ 

（３）幅員 １６ｍ 

４ ２６年度の事業内容 

（１）工事費 Ｌ＝２００ｍ         ５３，１１０千円 

（２）用地費 Ａ＝１，４００㎡       ２０，０００千円 

（３）補償費 非木造建物３棟等      １３０，０００千円 

（４）事務費                 ２，１５０千円 

  ５ 財源内訳 

    （１）国  55％   111,710千円（社会資本整備総合交付金） 

（２） 一財      93,550千円 

 

 

（公）角野船木線改良事業（建設部 道路課） 

１４８，３００千円（72,360千円） 

１ 事業目的 

新居浜インターチェンジから山根公園を経由し、主要地方道新居浜別子山線・上部東西線

を最短路線で結び、国道 11号の慢性的な渋滞緩和を図るとともに地域住民の安全と生活経済

活動を支えるため、早期の整備を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成１６年度～２８年度 

３ 事業概要 

（１）第２工区（市道新田東縦道線～市道国領高祖線） 

（２）延長 ６９３ｍ、幅員 １２ｍ 

  ４ ２６年度の事業内容 

（１）工事費 Ｌ＝３００ｍ         ６５，４００千円 

（２）用地費 Ａ＝４，３００㎡       ７０，６００千円 

（３）補償費 物件補償           １０，５００千円 

（４）事務費                 １，８００千円 

５ 財源内訳 

（１）国  55％  80,575千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財        67,725千円 
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（公）河又東平線改良事業（建設部 道路課） 

３１，６００千円（40,000千円） 

１ 事業目的 

近年の交通量の増加により、利便性の向上や安全対策の必要性が増してきていることから、

本路線利用者の利便性の向上、安全性の確保を図るため改良を行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２３年度～２６年度 

３ 事業概要 

工事延長：Ｌ＝１７０ｍ  

  ４ ２６年度の事業内容 

（１）工事費 Ｌ＝１７０ｍ       ３１，６００千円 

５ 財源内訳 

（１）国  55％   17,380千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財         14,220千円 

 

 

（施）自転車道整備事業費（建設部 道路課）（新規） 

１３，３３５千円 

１ 事業目的 

愛媛県の事業である「愛媛マルゴト自転車道」の整備による自転車の利用促進などを通じ

て、今後さらに自転車利用者の増加が見込まれることから、自転車の利用しやすい環境整備

を進める。 

２ 事業年度 

平成２６年度 

３ 事業概要 

「新居浜市自転車ネットワーク整備計画」を策定する。 

４ ２６年度の事業内容 

（１）委託料  調査委託料   １３，３３５千円 
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（単）道路整備事業（建設部 道路課） 

３３０，０００千円（314,000千円） 

１ 事業目的 

市民生活に密着した市道の改良・整備・修繕及び老朽化した舗装の更新等、維持管理に努

め、市道の適正な機能を維持し、市民生活の安全性と利便性の向上に寄与する。 

２ 事業年度 

平成２６年度 

３ ２６年度の事業内容 

（１）工事費   河内庄内線外３０路線        １９２，０００千円 

 （２）委託料   測量設計                ３７，０００千円 

舗装補修                     ４４，５００千円    

 （３）用地費                      １８，５００千円 

（４）補償費                      １３，０００千円 

    （５）施設修繕料                    ２１，０００千円    

（６）事務費                       ４，０００千円 

 

 

◎ＪＲ新居浜駅周辺の整備 

 

 (公)駅周辺整備事業（建設部 区画整理課） 

４２２，８８５千円（426,260千円） 

１ 事業目的 

駅利用者の利便性向上のため、南北自由通路や南口広場などを整備する。 

２ 事業年度 

     平成２２年度～２６年度 

３ 事業概要 

・南北自由通路  Ｗ＝６ｍ Ｌ＝約７０ｍ 

・駅南駐車場  Ａ＝約３，０００㎡  

・南口広場 Ａ＝約２，６００㎡    

・人の広場 Ａ＝約２，５５０㎡ 

４ ２６年度の事業内容 

（１）補償費  支障電柱電線類等移転補償等            ５００千円 

（２）委託料  南北自由通路整備工事 施行委託等     ４８，９０６千円 

（３）工事費  人の広場建設工事、南口広場建設工事等  ３５６，０８０千円 

（４）事務費                                    １７，３９９千円 

５ 財源内訳 

（１）国  40％      45,340千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債 90％     261,600千円（公共事業等債） 

（３）その他      19,188千円（駐輪場・駐車場使用料） 

（４）一財         96,757千円 
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（単）普通財産取得事業（建設部 区画整理課） （新規） 

７４，３３０千円 
１ 事業目的 

３２街区の活用のため、民有地について、普通財産として取得し、土地の有効活用を図る。 

２ 事業年度   

平成２６年度 

３ 事業概要 

３２街区の民有地を普通財産として取得する。 

  ４ ２６年度の事業内容 

    （１）公有財産購入費  ７４，３３０千円 
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◎安心な住宅の整備 

 

（公）市営住宅耐震改修事業（建設部 建築住宅課） 

７５，２７１千円（155,755千円） 

１ 事業目的 

公営住宅の適正な管理戸数を維持し、「新居浜市公営住宅等長寿命化計画」等により計画的

な耐震診断、補強工事等を行い、住宅のセーフティネットとしての機能を高めるとともに、

安全性の確保を行う。 

２ 事業年度 

     平成２３年度～３１年度 

  ３ 事業概要 

旧耐震基準で建設された市営住宅のうち、耐震一次診断で、より精密な診断が必要と判定

された住宅の耐震二次診断及び耐震補強設計を行う。 

また平成２５年度に耐震補強設計を行った住宅について耐震補強工事を行う。 

４ ２６年度の事業内容 

（１）委託料  耐震診断及び耐震補強設計業務委託  １４，７８６千円 

・南小松原団地（9-3号棟・9-4号棟・9-6号棟）     

（２）工事費  耐震補強工事            ６０，４８５千円 

         ・瀬戸団地（1号棟）、南小松原団地（7-4号棟・7-5号棟） 
５ 財源内訳 

（１）国   50％   37,632千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債 100％  32,800千円（公営住宅建設事業債） 

（３）一財           4,839千円 

 

 

（公）公営住宅建替推進事業（建設部 建築住宅課） 

４１３，８５８千円（35,241千円） 

１ 事業目的 

新居浜市の公営住宅の適正な管理戸数を維持するために、老朽化した住宅施設の計画的な

建て替えを推進し、居住者の安全性を確保するとともに、バリアフリー性能の向上等、共住

環境の整備を図る。 

 ２ 事業年度 

     平成２６年度 

  ３ 事業概要 

新居浜市公営住宅等長寿命化計画に沿い、老朽化の著しい市営住宅の建て替えを行う。 

４ ２６年度の事業内容 

   南小松原団地９－１号棟（２４戸） 

（１）工事費  新築工事     ４１２，９１６千円 

（２）補償費（戻り入居者移転費用）    ９４２千円 

５ 財源内訳 

（１）国   50％   186,151千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債  100％  186,100千円（公営住宅建設事業債） 

（３）一財            41,607千円 
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（施）民間木造住宅耐震改修補助事業費（建設部 建築指導課）（拡充） 

１１，４００千円（8,400千円） 

１ 事業目的 

昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅の耐震化を促進するために、民間木造住宅

耐震診断事業を実施し、耐震性が低いと判断された住宅の、円滑な改修工事の実施を支援す

るため、耐震改修を実施する所有者を対象に、その費用の一部を補助する。 

 ２ 事業年度 

     平成２６年度 

  ３ 事業概要 

民間木造住宅耐震診断事業を実施し、耐震性が低いと判断された住宅の耐震改修を実施す

る所有者を対象にその費用の一部を補助する。 

４ ２６年度の事業内容 

  ・耐震改修設計 最高２００千円・１０件 

・耐震改修工事 最高９００千円・１０件 

・改修工事監理 最高 ４０千円・１０件 

５ 財源内訳 

（１）国   50％   5,700千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）県     50％  2,250千円（民間木造住宅耐震改修補助金） 

（３）一財           3,450千円 

 

 

（施）特定建築物耐震診断補助事業費（建設部 建築指導課）（新規） 

１９，５９７千円 

１ 事業目的 

建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正により、平成２７年末までに耐震診断を義務

付けられた建築物の所有者に対して耐震診断費用の一部を補助し、耐震改修促進による市民

の生命・安全性の確保を図る。 

 ２ 事業年度 

     平成２６年度 

  ３ 事業概要 

昭和５６年５月３１日以前に着工された診断対象義務施設の所有者に対して、対象床面積

に応じて算出された耐震診断費用（基本額）の範囲で国(1/6)及び市(5/6)が補助する。 

・病院、店舗、旅館等：５，０００㎡以上 

 ・小学校、中学校等 ：３，０００㎡以上 

 ・幼稚園、保育所  ：１，５００㎡以上 

 ・危険物貯蔵所等  ：５，０００㎡以上 

４ ２６年度の事業内容 

   予定施設 ２施設 １９，５９７千円 

５ 財源内訳 

（１）国   40%   7,838千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）県      30%    5,879千円（特定建築物耐震診断補助金） 

（３）一財           5,880千円 
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◎公園・緑地の整備 

 

（公）公園長寿命化対策事業（建設部 都市計画課） 

３３，０００千円 （30,000千円） 

１ 事業目的 

都市公園における公園施設について、安全性の確保及びライフサイクルコスト縮減の観

点から、予防保全的管理による長寿命化対策を含めた計画的な改築等に係る取り組みを進

め、公園施設の更新需要への効果的・効率的な対応を通じたストックの有効活用を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２６年度 

  ３ 事業概要 

喜光地公園、新居浜公園、山根公園、滝の宮公園の老朽化した施設の更新を行うとと

もに、黒島海浜公園のスケートプラザ及びその周辺の改修に向けた調査・設計を実施す

る。 

４ ２６年度の事業内容 

（１）工事費 滝の宮公園外施設更新       ３０，０００千円 

（２）委託料 黒島海浜公園改修調査・設計     ３，０００千円 

５ 財源内訳   

（１）国   50％      15,000千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財       18,000千円 

 

 

（施）総合運動公園推進費（企画部 総合政策課）（新規） 

３，０００千円  

１ 事業目的 

競技力の向上、トップアスリートの育成、プロスポーツ等の観戦機会の提供等、すべて

の施策を推進するには、近代的かつ総合的な運動施設が必要である。そのため、総合運動

公園構想の実現化に向けて取り組む。 

  ２ 事業年度 

     平成２６年度 

  ３ 事業概要 

庁内プロジェクトを立ち上げ、立地場所・施設内容・整備年度等について検討を行う。

総合運動公園の候補地選定及び造成等の概略検討業務を委託する。 

４ ２６年度の事業内容 

（１）委託料         ３，０００千円 
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◎港湾の整備 

 

 

（公） 港湾建設事業（企画部 港湾管理課）  

３３，００１千円（60,912千円） 

    新居浜港務局が実施する港湾整備事業費のうち、一般財源分について負担する。 

事業名 事業費 国費 県費 一財 

海岸（補修）事業 73,000 26,000 13,999 33,001 

 ※以下港務局ベースの事業費 

   ◆港湾建設事業  ７３，０００千円 

１ 事業目的 

老朽化し機能低下が著しい港湾施設の改良や、埋没が確認されている泊地浚渫等を行い、

港湾施設の安全性の確保と利便性の向上を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２３年度～平成２８年度 

  ３ 事業概要 

     場所    新居浜港東港地区 

     全体計画  泊地埋没浚渫工事 

           東港防舷材改良工事 

東港可動橋改良工事 

港湾施設利便性検討業務委託 

     事業費   ５５６，０００千円 

４ ２６年度の事業内容 

    （１）工事費等  港防舷材改良工事、東港可動橋改良工事  ６３，０００千円 

（２）委託料   港湾施設利便性検討業務委託       １０，０００千円 

  ５ 財源内訳   

（１）国  50％    26,000千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）県      13,999千円（市町港湾関係事業補助金） 

（３）一財         33,001千円 

 


